
再々評価個表 

事 業 名 広域河川改修事業 事業主体 愛媛県 

施設･工区名等 (二)中山 E

なかやま

AAE川 E

がわ

 事業箇所 
西条市丹原町明河

みょうが

～禎
てい

瑞
ずい

 

事業主旨 

二級河川中山川
なかやまがわ

は、道前地域を流下しており、治水重要度が高く、ま

た周辺住民による利用度も高い河川である。河道は土砂が堆積傾向にあ

る上に取水堰等の横断工作物が支障となり流下能力が不足していること

から、家屋や農地の浸水被害が度々発生している。このため、引堤や河

床掘削を行うことにより、浸水被害の軽減を図り、住民生活及び生産活

動の安定を図るものである。 

再評価の 

実施理由 
「再々評価実施後 5年が経過して継続中」の交付金事業 

１．地域（流域）の概要 

中山川 E

なかやまがわ

Aは、その源を四国山地の AE堂ケ森 E

ど う が も り

A、AE青 E

あお

AAE滝山 E

たきさん

Aの山中に発し、AE東温 E

とうおん

AAE市 E

し

AAE滑川 E

なめかわ

A地区を北

流し、同市 AE田 E

た

AAE桑 E

くわ

Aにおいて北東に向きを変え、途中、AE鞍 E

くら

AAE瀬川 E

せ が わ

A、AE関屋 E

せ き や

AAE川 E

がわ

A、AE妙之谷 E

みょうのたに

AAE川 E

がわ

A等多く

の支川を合わせ、瀬戸内海 A E燧灘 E

ひうちなだ

Aに注ぐ幹川流路延長２３．１ｋｍ、流域面積１９６．２

ｋｍ２の県内最大級の二級河川である。AE中山 E

なかやま

AAE川 E

がわ

Aは、山地部に比べ平野部を流れる割合が

大きく、築堤区間が長い河川である。上流域は、河床が急勾配であるものの、中・下流域

になると緩勾配となり、またその流路延長も長いため、土砂堆積傾向にあることから、洪

水時における治水安全は低い。 

２．事業概要及び事業経緯 

事業採択 昭和３０年 完成予定 平成４０年 

用地着手 昭和３０年 工事着手 昭和３０年 

全体事業費 １０，１３１百万円(うち用地費：１，５９１百万円) 

(1)事業概要 

計画延長１２，０００ｍ、築堤６３３，０００ｍ３、 

掘削１，７３０，０００ｍ３、護岸工１２，０００ｍ、 

道路橋３橋、床止工２４基、堰３基 

(2)事業経緯 昭和３０年 中小河川改修事業採択、用地着手、工事着手 
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３．事業の必要性及び整備効果等 

(１)事業の必要性  

中山川は、道前地域を流れており、高速道路の整備などで流域内の宅地化が進み、治水

上の重要性が高い。一方、中山川はこれまでに度々水害が発生しており、既往最大の被害

が発生した昭和５１年９月の１７号台風をはじめ、近年では平成２年および平成１６年９

月に浸水被害が発生している。このため、河道掘削による河積の拡大を図るとともに護岸

整備を行い、浸水被害を解消する必要がある。 

(２)事業の整備効果  

中山川は、年超過確率１/１０（毎年、１年間にその規模を超える洪水が発生する確率が

1/１0（10％））の規模の洪水を安全に流下させることを目的に河川改修を行っており、こ

れにより家屋８３２戸、事業所８０箇所、農漁家８５戸、農地４８８ｈａの浸水被害を軽

減できる。 

(３)事業を巡る社会経済情勢等の変化  

【地域の協力体制】 

周辺住民、地権者、利水関係者ならびに周辺市域からの協力体制が得られている。 

 

【地域の事業に対する社会的評価】 

地元における浸水被害軽減に対する改修の効果は高く評価されており、整備の完了が

求められている。 

４．事業の進捗状況及び進捗の見込み 

(うち用地費) 

Ｈ29末投資事業費 

(１，５５１百万円) 

８，５３３百万円  

[進捗率：９７．５％](事業費換算) 

[進捗率：８４．２％](事業費換算) 

(１)事業の進捗状況  

 

平成２９年度末において、事業進捗率で８４.２％、用地買収については９７．５％

の進捗率となっている。中山川の 1/10 確率での整備は概ね完了しており、現在は支川

小松川を整備しているが、地元が協力的であり、今後とも、順調な進捗が見込まれる。 

 

(２)これまでの整備効果  

 

これまでに中山川の 1/10 確率での河道整備が行われ、堤防の質的向上ならびに量的整

備が進み、浸水被害の軽減が図られている。 

 

(３)今後の事業進捗の見込み  
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地元の協力体制も整っており、今後とも順調な事業進捗が見込まれ、平成４０年度事業

完了に向けて事業の進捗を図る。 

 

 

５．事業の投資効果（費用対効果分析） 

（１）費用便益比 

Ｃ：総費用    ４０，８９７百万円 

   ・建設費   ４０，１８６百万円 

    ・維持管理費     ７１１百万円 

Ｂ：総便益   ３７９，３４７百万円 

・ 一般資産被害（家屋、家庭用品、事業所、農漁家）及び農作物被害 

・ 公共土木施設等被害（国道１９６号、市道）等 

・ 間接被害（営業停止損失、家庭・事業所の応急対策費用） 

・ 想定氾濫区域内の資産 

・ 残存価値 

 

 Ｂ／Ｃ＝３７９，３４７／４０，８９７＝９．２８ 

 

６．コスト縮減や代替案立案等の可能性 

【コスト縮減策】 

工事施工に当たっては、埋戻材料及び盛土材料に建設発生材を有効活用し、コスト縮減

を図る。 

また、残土搬出については、公共工事間流用が図れるよう、各関係機関との情報交換を

積極的に行なう。 

 

７．そ の 他 

 

工事の施工に当たっては、自然環境及び河川利用の実態の把握に努め、治水面及び利水

面との調和を図る。 

 

８．対応方針（素案） 

本事業を『継続』としたい。 

 

3 

 



愛媛県西条市 

中山川 

図 1-1 位置図 

１．流域の概要                          

 （二）中山川
なかやまがわ

は、その源を四国山地の 堂ケ森
ど う が も り

、青
あ お

滝山
たきさん

の山中に発し、東温
とうおん

市
し

滑川
なめかわ

地区を北流したのち、

同市 田
た

桑
く わ

において北東に向きを変え、途中、鞍
く ら

瀬川
せ が わ

、関
せ き

屋川
や が わ

、志
し

河川
こ が わ

、妙之谷
みょうのたに

川
が わ

、都
みやこ

谷川
だにがわ

等多くの支

川を合わせながら、資産の集中する 西条市
さいじょうし

（旧

丹原町
たんばらちょう

、旧 小松町
こまつちょう

、旧 東予市
と う よ し

）の旧市街地を東流

する。さらに、小松川
こ ま つ が わ

が 氷見
ひ み

石岡
いわおか

新開
しんかい

で合流して、

瀬戸内海 燧灘
ひうちなだ

に注ぐ流路延長２３．１ｋｍ、流域面

積１９６．２ｋｍ２の県内最大級の二級河川である。 

中山川 E

なかやまがわ

Aは、山地部に比べ平野部を流れる割合が大きく、築堤区間が長い河川である。

上流域は、河床が急勾配であるものの、中・下流域になると緩勾配となり、またその

流路延長も長いため、土砂堆積傾向にあることから、洪水時における治水安全は低い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

流域面積 A=196.2km2 
196号 

11号 

小松川 

都谷川 

鞍瀬川 

妙之谷川 

関屋川 

志河川 

図 1-2 流域図 

：流域 

：対象河川 

流域面積 196.2km2 
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２．事業概要及び事業経緯                    

（１）事業概要 

【計画内容】 

A E中山川 E

なかやまがわ

Aは、過去において度々浸水被害が発生しており、既往最大の被害としては、

昭和５１年９月の１７号台風において、浸水戸数１，０６９戸（床上２６０戸、床下

８０５戸）及び農地浸水１７．３ｈａの甚大な被害が発生している。 

また、近年においては、平成２年、平成１６年に浸水被害が発生している。 

当事業は、中山川の度重なる浸水被害から、流域の浸水被害軽減を目的として、昭

和３０年より中小河川改修事業に着手した。中山川は、年超過確率１/１０（毎年、１

年間にその規模を超える洪水が発生する確率が 1/１0（10％））の規模の洪水を安全に

流下させる計画としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

N

吉井小 禎瑞小

産業道路バイパス

小松小

松山自動車道

小松高

丹原西中
中川小

石根小

玉之江駅

JR予讃線

中山川

小松川
都谷川

図 2-1 平面図 

図 2-2 標準断面図 

計画対象区間 12,000m  

 

計画対象区間 1,000m  

 

計画対象区間 1,450m  
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【河川改修の概要】 

  計画延長１２，０００ｍ、築堤６３３，０００ｍ３、 

掘削１，７３０，０００ｍ３、護岸工１２，０００ｍ、 

道路橋３橋、床止工２４基、堰３基 

  

（２）事業経緯 

・昭和３０年 中小河川改修事業採択、用地着手、工事着手 

 

 ３．事業の必要性及び整備効果等                  

（１） 事業の必要性 

中山川は、道前地域を流れており、高速道路の整備などで流域内の宅地化が進み、

治水上の重要性が高い。一方、中山川はこれまでに度々水害が発生しており、既往最

大の被害が発生した昭和５１年９月の１７号台風をはじめ、近年では平成２年および

平成１６年９月に浸水被害が発生している。このため、河道掘削による河積の拡大を

図るとともに護岸整備を行い、慢性的な浸水被害を解消する必要がある。 

 

 

 

昭和５１年９月 １７号台風 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3-1床上浸水被害（(旧)丹原町） 

【被災状況】   

 

写真 3-2床上浸水被害（(旧)丹原町） 
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平成２年９月台風１９号 

 

写真 3-3浸水被害（4k000付近左岸） 

写真 3-4浸水被害（4k000付近左岸） 

写真 3-5浸水被害（4k000付近右岸） 

7 

 



 

平成１６年１０月 台風２３号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）事業の整備効果 

河道掘削により河積を拡大するとともに護岸等の改修など河川整備を行うこと

で、年超過確率１/１０（毎年、１年間にその規模を超える洪水が発生する確率が

1/１0（10％））の規模の洪水を安全に流下させることを目的に河川改修を行って

おり、これにより家屋８３２戸、事業所８０箇所、農漁家８５戸、農地４８８ｈ

ａの浸水被害を解消し、地域住民の生命と財産を守るとともに生産活動の安定を

図ることができる。 

 

写真 3-6 出水状況写真（8K000付近） 写真 3-7 被災状況写真（10K300付近） 

写真 3-8 都谷川破堤状況  

中山川 
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（３）事業を巡る社会経済情勢等の変化 

【流域の状況】 

AE中山川 E

なかやまがわ

Aの下流域は民家や事業所、主要交通機関など資産が集中している。近年は

幹線道路沿いの農地が開発され、市街化が進んでいる。また、中流部は田園地帯と

なっており、農業生産性の向上のためにほ場整備事業が実施されている。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3-9 小松駅周辺の市街地（L1ブロック） 

写真 3-13 ほ場整備事業実施箇所 都谷川流域（Ｒ1ブロック） 

中山川 

写真 3-10 古い集落（R1、ブロック） 

写真 3-11 幹線道路沿いの宅地化状況（L1ブロック） 写真 3-12 幹線道路沿いの事業所（Ｒ1ブロック） 

都谷川 
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【地域の協力体制】 

周辺住民、地権者、利水関係者ならびに周辺市域からの協力体制が得られている。 
 
【地域の事業に対する社会的評価】 

地元における浸水被害軽減に対する改修の効果は高く評価されており、整備の完

了が求められている。 

 

【過去の災害実績】 

A E中山川 E

なかやまがわ

Aは度々浸水被害が発生しており、なかでも年昭和５１年９月の豪雨では、

民家１，０６０戸（床上浸水２６０戸、床下浸水８０５戸）、農地浸水１７．３ｈ

ａの甚大な浸水被害が発生している。 

また、近年では、昭和６２年、平成２年、平成１６年に浸水被害が発生しており、

平成１６年９月の台風２１号では、民家１０戸（床上浸水２戸、床下浸水８戸）が

浸水被害を受けている。 

 

 

発生年度 気象要因 浸水戸数 農地冠水面積 備 考 

昭和２０年 枕崎台風 228 52  

昭和５１年 台風 17号 1110 17 既往最大 

昭和５４年 台風 20号 0 72  

昭和６２年 台風 19号 77 148  

平成２年 台風 19号 35 22  

平成１６年 台風 21,23号 49 42  

 

表 3-1 浸水実績表 
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４．事業の進捗状況及び進捗の見込み                  

（１）事業の進捗状況 

平成２９年度末において、進捗率８４．２％、用地買収は９７．５％の進捗率

となっている。中山川では 1/10確率（毎年、１年間にその規模を超える洪水が発

生する確率が 1/１0（10％））の整備は概ね完了しており、現在は支川小松川を整

備している。地元は協力的であり、今後とも、順調な進捗が見込まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

未改修区間 1、000m  

 

未改修区間 1,450m  

 

 

中山川ダム 

   

 

凡 例 

未改修 

改修済 

 中
山
川
全
体
計
画
区
間
 
L=
12
,0
00
m 

図 4-1 事業進捗状況平面図 
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国道 11号 

国道 196号 

JR予讃線 

丹原西中 

中川小 

7K000 
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吉井小 

禎瑞小 

玉之江駅 

小松小 

小松高 

石根小 

11K000 

12K000 

小松川 
都谷川 
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（２）これまでの整備効果 

 これまでに中山川では 1/10確率（毎年、１年間にその規模を超える洪水が発生

する確率が 1/１0（10％））の河道整備が行われ、堤防の質的向上ならびに量的整

備が進んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１６年１０月の台風２３号においては、総雨量３７２ｍｍ、時間雨量３２ｍｍ

を記録したが、昭和５１年９月台風１７号で発生した被害と比較すると、河道整備に

よって被害軽減が図られている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

写真 4-2 未改修区間（右岸）の写真(11.6km付近) 写真 4-1 改修済区間の写真(4.0km付近) 

372

489

32

29

0 200 400 600

平成16年

台風23号

昭和51年

台風17号

雨量（mm)

時間雨量

総雨量

49

1110

0 500 1000 1500

平成16年

台風23号

昭和51年

台風17号

浸水戸数

浸水戸数

図 4-2 昭和 51年 9月の台風 17号と平成 16年 10月の台風 23号での 

雨量と浸水被害比較 

Ｎ

H16.9.29

台風21号

床上浸水 2戸

床下浸水 8戸

12ha

左岸側浸水

原因

被害

浸水面積

年月日

H16.9.29

台風21号

床上浸水 26戸

床下浸水 13戸

30ha

原因

被害

浸水面積

年月日

右岸側浸水
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（３）今後の事業進捗の見込み 

地元の協力体制も整っており、今後とも順調な事業進捗が見込まれ、平成４０

年度事業完了に向けて事業の進捗を図る。 

 

 

 

 

年度 S.30 S.34 S.39 S.44 S.49 S.54 S.59 H.元 H.6 H.11 H.16 H.17 H.18 H.19 H.20 H.21 H.22 H.23 H.24 H.25 H.26 H.27 H.28 H.29 H.30 H.31 H.32 H.33 H.34 H.35 H.36 H.37 H.38 H.39 H.40

経過年数 1 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64 65 66 67 68 69 70 71 72 73 74

調査・設計

堤防・低水路等工事

護岸等工事

用地・補償費

付帯工事費

 

 

 

 

表 4-1 事業経緯工程表 

 

事業採択 基準年度 

完成年度（H40） 
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５．事業の投資効果（費用対効果分析）               

 

１.対象とする便益の考え方 

河川事業における便益は、治水事業の諸効果のうち、経済的に評価できるものを

便益として把握するとともに、一方で治水事業を実施するための費用及び施設の維

持･管理に要する費用を算定し、両者を比較することにより当該事業の経済性を評

価するものである。 

便益の算定については、氾濫シミュレーションにより、想定する氾濫源に洪水を

発生させて氾濫被害額を算出し、事業実施の有無による被害額の差分から便益を求

める。 

 

２.氾濫被害額の算定 

２－１ 条件設定 

(１)氾濫区域の設定 

左右岸の地形及び構造物を考慮し、氾濫区域を設定する。 

 

図 5-1 中山川における氾濫区域モデル図 
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(２)設定洪水量（４ケース） 

 

表 5-1 中山川の洪水条件 

降雨確率 

１／１ 

１／２ 

１／５ 

１／１０ 

 

２－２ 氾濫解析 

上記で設定した洪水条件ごとに、氾濫シミュレーションを実施し、氾濫区域内の浸

水区域及び浸水深を算出する。 
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２－３ 氾濫被害額の算定 

各流量規模において、氾濫解析より算出された浸水深等から、浸水による「直接被

害額」及び直接被害額から波及的に生じる「間接被害額」を氾濫被害額として算定す

る。 

(１)直接被害額の算定 

浸水による被害を直接受けるものとして、次の資産を対象とする。 

直接被害額については、一般資産及び農作物は資産額に浸水深に応じた被害率を

用いて被害額を算定するものとし、公共土木施設等は一般資産被害額との比率を用

いて算定するものとする。 

なお、浸水深に応じた被害率は、治水経済調査マニュアル(H17.4)によるものと 

する。 

 

① 家屋被害 

住居用・事業所用建物の被害として、浸水深に応じた被害率を乗じて家屋被害

額を算定する。 

 

家屋被害額 ＝ 延床面積 × 家屋 1m2 評価額 × 被害率 

(m2)     (千円/m2) 

 

【算定例】延床面積 100m2、浸水深 40cmの場合 

 567（千円）＝ 100（m2）× 177.30（千円/m2）× 0.032 

 

② 家庭用品被害 

家庭用品の被害として、浸水深に応じた被害率を乗じて家庭用品被害額を算定

する。 

 

家庭用品被害額 ＝ 世帯数 × 家庭用品評価額 × 被害率 

(世帯)   (千円/世帯) 

 

【算定例】世帯数 5世帯、浸水深 90cmの場合 

 21,329（千円）＝ 5（世帯）× 13,085（千円/世帯）× 0.326 

③ 事業所償却、在庫資産被害 

事業所における償却資産、在庫資産被害として、浸水深に応じた被害率を乗じ

て事業所償却被害額を算定する。 

 

事業所償却 ＝ 償却資産評価額 × 産業分類別 × 被害率 

資産被害額    在庫資産評価額     従業者数 

(千円/人)          (人) 

 

【算定例】建設業 従業員数 5人、浸水深 120cmの場合 

償却資産 6,016（千円）＝ 5（人）×1,525（千円/人）×0.789 

在庫資産 7,726（千円）＝ 5（人）×2,637（千円/人）×0.586 
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④ 農漁家償却・在庫資産被害 

農漁家における償却資産・在庫資産の被害として、浸水深に応じた被害率を乗

じて農漁家償却・在庫資産被害額を算定する。 

 

農漁家償却・在庫 ＝ 農漁家  × 償却資産評価額 × 被害率 

資産被害額          世帯数    在庫資産評価額     

(戸)         (千円/戸)  

 

【算定例】農漁家 5戸、浸水深 70cmの場合 

償却資産 1,985（千円）＝ 5（戸）×1,675（千円/戸）× 0.237 

在庫資産   905（千円）＝ 5（戸）×  489０（千円/戸）× 0.370 

 

⑤ 農作物被害 

農作物被害として、浸水深及び浸水日数に応じた被害率を乗じて農作物被害額

を算定する。 

 

農作物資産 ＝ 単位面積当たり × 水田・ × 農作物     ÷ 1000 × 被害率 

被害額     の農作物評価額    畑面積    年平均収量 

(千円/t)      (10 ｱｰﾙ)  (kg/10 ｱｰﾙ) 

 

【算定例】田 15 ｱｰﾙ、浸水深 110cm（浸水日数 1～2日）の場合 

54（千円）＝ 191（千円/t）×1.5(10 ｱｰﾙ)×493(kg/10 ｱｰﾙ)÷1000×0.37 

 

⑥ 公共土木施設被害 

公共土木施設として、一般資産被害額に施設等に応じた比率を乗じて公共土木

施設等の被害額を算定する。 

 

公共土木施設等被害額 ＝ 一般資産被害額（千円） × 被害率 

 

※一般資産被害額とは、家屋、家庭用品、事業所資産(償却・在庫)、農漁 

家資産(償却・在庫)被害額の合計である。 

 

【算定例】一般資産被害額が 12,500千円の場合 

21,100（千円）＝ 12,500（千円）× 1.688 
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(2)間接被害 

洪水氾濫による間接的な被害のうち、経済評価可能な 3 項目について被害額を算

定する。 

 

 

① 営業停止損失 

浸水した事業所の生産や公共・公益サービスの停止・停滞に対する損失として、

営業停止損失を算定する。 

 

営業停止被害額 ＝ 従業員数(人) × 停止日数(日)  × 付加価値額 

+停滞日数(日)/2   (千円/人) 

 

【算定例】建設業 従業員数 5人、浸水深 120cmの場合 

2,145（千円）＝ 5（人）× {10.3(日)+20.6(日)/2} × 27.771（千円/人） 

 

② 家庭における応急対策費用 

浸水した世帯における清掃労働及び代替活動に対する支出負担として、家庭に

おける清掃労働対価及び代替活動等に伴う支出増を算定する。 

 

清掃労働対価 ＝ 浸水世帯数 × 労働単価 × 浸水日数 

(世帯数)   (千円/日)     (日) 

 

【算定例】世帯数 5世帯、浸水深 90cmの場合 

738（千円）＝ 5（世帯）× 10.731（千円/世帯・日）× 13.3（日） 

 

代替活動の出費 ＝ 浸水世帯数(世帯数) × 被害単価(千円/世帯) 

 

【算定例】世帯数 5世帯、浸水深 90cmの場合 

1,033（千円）＝ 5（世帯）× 206.50（千円/世帯） 

 

③ 事業所における応急対策費用 

浸水した事業所における代替活動に対する支出負担として、事業所における代

替活動等に伴う支出増を算定する。 

 

代替活動の出費 ＝ 浸水事業所数(事業所) × 被害単価(千円/事業所) 

 

【算定例】事業所数 5事業所、浸水深 40cmの場合 

4,625（千円）＝ 5（事業所）× 925（千円/事業所） 
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３.便益の算定 

３－１ 年平均被害軽減期待額の算定 

洪水条件ごとに算出された氾濫被害額（直接被害額＋間接被害額）から、事業実

施の有無による被害軽減額に洪水の生起確率を乗じ、年平均被害軽減期待額を算出

する。 

 

年平均被害軽減期待額 水系名：中山川 河川名：中山川 対象河道：S35→H40

（単位：百万円）

①S30 ②H35
被害軽減額
③＝①－②

W=1/ 10 0.100 38,766 0 38,766

3,007

W=1/ 5 0.200 17,775 0 17,775

28,270 0.100 2,827 5,834

213

W=1/ 2 0.500 854 0 854

9,314 0.300 2,794

年平均被害額
の累計

＝年平均被害軽減期待額
備考

W=1/ 1.0 1.000 0 0 0

427 0.500 213

流量規模
年平均

超過確率

被　害　額 区間平均
被害額

④

区間確率
⑤

年平均
被害額
④×⑤

 
表 5-2 年平均被害軽減期待額算出表 

 

 

３－２ 総便益の算定 

算定された年次毎の被害軽減期待額が整備期間中と整備期間後（５０年間）に発生す

るものとし、平成３０年度を基準年度として,物価指数や社会的割引率（４％）を用い

て現在価値化し、これらを合計したものが総便益となる。 
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４.費用の算定 

４－１ 総費用 

１) 建設費 

建設費としては治水施設整備に必要な直接的な費用である本工事費、施設整備

に伴い付随的に生じる附帯工事費、事業に必要な用地補償費、間接費及び工事諸

費を積算するものであり、施設の完成に必要な事業費を算定する。 

 

２) 現在価値化 

建設費及び便益については、評価の基準を評価年次に揃えるため、現在価値化

する必要があり、社会的割引率（４％）と物価指数（デフレータ）を必要に応じ

て掛けて現在価値化を行う。 

 

４－２ 維持管理費 

維持管理費は、総事業費の０．５％(４９百万円)を完成後５０ 年間見込む。 

 

４－３ 総費用 

総費用は、完成までの建設費と完成後の維持管理費の和で表される。 

総費用＝建設費+維持管理費 

 

５.費用便益費の算出 

 

表 5-3 費用及び便益 

便益 

整備期間中の便益 ２９４,６４５百万 

事業完成時から 50年間の便益 ８４,６６４百万 

残存価値 ３８百万 

合  計 ３７９,３４７百万 

費用 

建設費 ４０，１８６百万 

維持管理費 ７１１百万 

合  計 ４０，８９７百万 

 

費用便益比＝３７９，３４７／４０，８９７＝９．２８ 
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６．コスト縮減や代替案等の可能性                 

【コスト縮減案】 

工事施工に当たっては、埋戻し材料及び盛土材料に建設発生材を有効活用し、コス

ト縮減を図る。 

また、残土搬出については公共工事間流用が図れるよう、各関係機関との情報交換

を積極的に行う。 

 

７．そ の 他                           

本箇所における河川改修は、浸水被害の頻発していることから、整備を進め治水効

果を発現させる必要がある。 

 また、工事の施工にあたっては、自然環境及び河川利用の実態の把握に努め、治水

面及び利水面との調和を図る。 

 

８．対応方針（素案）                       

 本事業については、 

・ 浸水被害が大きい本地域では、早期に被害軽減対策が必要であり、河積の拡大を

図り治水安全度を向上させる必要があること。 

・ 費用便益比は『Ｂ／Ｃ＝９．２８』であり、事業効果が十分に見込めること。 

・ 地元からの改修要望が強く、地元協力体制が整っていること。 

等を総合的に判断して、『継続』としたい。 
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９．事業概要対比表 

 

広域河川 

改修事業 

（二）中山川 

新規事業採択 

昭和 30年度 

再評価 

平成 10年度 

再々評価 

(再評価後 5年) 

平成 15年度 

再々評価 

(再々評価後 5年) 

平成 20年度 

再々評価 

(再々評価後 5年) 

平成 25年度 

再々評価 

(再々評価後 5年) 

平成 30年度 

変更理由 

事 
 

業 
 

概 
 

要 

計画延長 

(ｍ) 
11.765 12.000 12.000 12.000 12.000 12.000 

 

総事業費 

(千円) 
368,000 10,799,000 13,207,000 13,207,000 13,207,000 10,131,230 

当面の整備目標

（暫定改修）の総

事業費に見直し 

投資事業費 

(千円) 
 6,736,000 7,207,000 7,367,000 8,216,000 8,533,230 

 

進捗率 

(％) 
 62.4 52.4 57.8 62.2 84.2 

 

完成予定年度 － － H30 H35 H35 H40 
土木事業予算の

縮減による 

事 
 

業 
 

効 
 

果 

Ｂ／Ｃ － 2.90 2.32 52.98 35.41 9.28 

 

総費用Ｃ 

(億円) 
－ 

(年費用) 

5.77 

(年費用) 

6.68 
162.31 382.09 408.97 

当面の整備目標

の見直しによる 

 

総便益Ｂ 

(億円) 

 

－ 
(年便益) 

16.73 

(年便益) 

15,47 
8,599.98 13,529.16 3,793.47 

当面の整備目標

に合わせた便益

を再算定 
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